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Ⅰ 気候危機の進行と明確化する科学の

メッセージ

2021 年 10 月 5 日，スウェーデン王立科学ア

カデミーから，日本出身で米国籍の真鍋淑郎博

士らに，2021 年のノーベル物理学賞を授与す

るとの朗報がもたらされた。化石燃料燃焼など

で生じる二酸化炭素（CO2）をはじめとする温

室効果ガスによる温暖化のプロセスを理論化

し，「気候変動の科学」の礎を築いたのが真鍋

博士だ。博士のノーベル賞受賞によって気候変

動の現状分析や将来予測への信頼が高まり，気

候変動対策の基盤が強化されることが期待され

る。

一方，気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

は 2021 年 8 月，第 6 次評価報告書（自然科学

的根拠）を公表している。
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米国バイデン政権と

世界の気候政治

気候危機が世界的に深刻化する状況の下，バイデン大統領は就任以来，気候変動対策に積極的な手を打って

きた。ホワイトハウスと全省庁をあげた強力な執行体制が構築され，すべての閣僚が気候変動を優先した取り

組みを行っている。多国間国際協調の舞台にも復帰し，気候リーダーズサミット，G7サミットなどでも指導

力を発揮している。またケリー大統領特使は中国などに精力的な働きかけを行うなど，積極的気候外交を展開

している。ただし本格的気候変動対策の実現のためには，議会で法案や予算を成立させることが必要であり，

与野党勢力が拮抗している現状からその推進には大きな困難が予想される。

気候変動問題は米国が国際政治の課題として設定してきた。この間，気候国際政治は米国の動向に大きく翻

弄されてきた。一方，EUや中国はそれぞれネット・ゼロ社会への移行を目指す独自の成長戦略を構築するな

ど，主要国が 2050 年の温室効果ガス排出ネット・ゼロを宣言し，世界の産業界も脱炭素社会への移行への

投資や取り組みを加速している。「脱炭素市場」の獲得をめぐる厳しい国際競争が展開され，今やカーボン・

ニュートラルがグローバルな気候政治の国際スタンダードとなっている。

米国の気候国際政治への復帰と精力的取り組みにより，ネット・ゼロ社会への移行と脱炭素市場を巡る国際

競争はさらに加速している。気候危機という人類共通の課題の解決に向け，米国と中国そしてG7/G20 など

の主要国が健全な競争をしつつも協調し，世界各国を含めた国際的な枠組みを強化しながら，世界の脱炭素化

達成に貢献していくことが望まれる。（本稿はCOP26以前に執筆したものである）。



IPCC は 1988 年に国連環境計画（UNEP）と

世界気象機関（WMO）により設立された政府

間組織だ。よく誤解されるが，IPCC は独自の

研究や政策提言をする組織ではない。科学誌に

掲載された論文等に基づき，気候変動に関する

最新の科学的知見の評価を定期的に報告してい

る。IPCC の報告書は気候変動の科学的知見と

して，世界で最も信頼性が高い。IPCC はその

果たしてきた重要な役割と功績が認められ，

2007 年にはノーベル平和賞を受賞している。

今回の報告書には 66 カ国から 234 人の科学者

が執筆に参画し，517 人が執筆協力している。

そして 14,000 本以上の論文が引用され，専門

家や政府からの 8,000 件近くのコメントを踏ま

えて取りまとめられている。

8 年ぶりの報告書は，より精緻化した科学的

知見に基づき，気候変動による影響が世界中に

被害をもたらしているという危機を強調してい

る。「温暖化が人類の影響によってもたらされ

ているという事実は疑う余地がない」と断言

し，「人為起源の気候変動は，世界中の全ての

地域で熱波，大雨，干ばつ，熱帯低気圧などの

極端現象に既に影響を及ぼしている」と指摘し

ている。また，2019 年の大気中の CO2 濃度は

少なくとも過去 200 万年間のどの時点よりも高

いとし，「気候システム全般にわたる最近の変

化の規模と，気候システムの側面の現在の状態

は，何世紀も何千年もの間，前例のなかったも

のである」とも指摘している。

温暖化が進むにつれて，世界各地で異常気象

の頻度や強さが増し，今や 50 年に一度の高い

気温が観測される頻度は産業革命前に比べ 4.8

倍になっている。今後平均気温が 1.5 度上昇し

た場合はこれが 8.6 倍に，2 度上昇した場合は

13.9 倍になると予測している。

現実に 2021 年を振り返ってみても，カナダ

や米国西部を猛烈な熱波が襲い，山火事も広

がった。カナダやイタリアでは観測史上最高気

温が記録された。欧州や中国でも大規模な洪水

があいついだ。日本でも酷暑と西日本などでの

大雨や台風，洪水や地すべり被害が頻発してい

る。まさに気候危機が現実化している。にもか

かわらず，気候変動への危機意識はまだまだ乏

しい。気候変動対策は，科学の知見にしっかり

と裏打ちされたものでなくてはならない。

ところが，世界の平均気温の上昇を産業革命

前の 1.5 度に抑えるというパリ協定の目標達成

は難しくなっている。現在のペースで排出を続

けると，2030 年までに 1.5℃目標に対する残さ

れたカーボンバジェット（炭素予算：排出して

よい二酸化炭素の量）を使い果たしてしまう可

能性がある。しかしまだ目標達成の可能性は残

されている。それは 2030 年までに世界全体の

CO2 排出量を半減させ，遅くとも今世紀半ば

には実質ゼロを達成することだ。

Ⅱ 米国が提起した気候変動問題

歴史を振り返ると，そもそも気候変動問題は

米国が提起したものであった。とりわけその科

学的知見は米国発が圧倒的である。気候変動の

メカニズムを解明するモデルを開発し，将来予

測を行った真鍋博士は長年アメリカ海洋大気庁

（NOAA）で活動している。またチャールズ・

キーリング博士は，1958 年からハワイのマウ

ナロア観測所で大気中の二酸化炭素濃度の精密

な観測を継続的に実施し，二酸化炭素濃度が長

期的に増加していることを世界で初めて突き止

めたことで知られている。この二酸化炭素濃度

と年代の曲線はキーリング曲線と呼ばれ，世界
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で高く評価されている。

気候変動問題を政治の課題として取り上げた

のも米国であった。1988 年 6 月 23 日，当時民

主党の若き上院議員であったアル・ゴア氏など

のイニシアチィブで，上院の委員会で米航空宇

宙局（NASA）ゴダード宇宙研究所のジェーム

ズ・ハンセン所長（当時）の気候変動に関する

証言が行われた。ハンセン所長は，自らのモデ

ルと気象のグラフを対照し，「地球の温暖化は

明らかに起こっている」との趣旨の証言をし，

米国社会に衝撃を与えた。そしてその直後にカ

ナダのトロントで大気変動国際会議が開かれ

た。ちなみに 1988 年はそれまでの 100 年間で

最も暑い年になった。

Ⅲ 米国では政権の交代のたびに気候政

治が振り子運動を起こした

気候変動問題を国際政治のアジェンダとして

提起したのは米国であったが，その後の米国の

気候政治は政権交代が起こるたびに振り子のよ

うに大きく振幅を繰り返してきた。端的には民

主党政権下での積極対応，共和党政権下ではそ

の逆である。その変遷を年表形式で示したもの

が表1である。

Ⅳ バイデン大統領の登場で

何が変わったか

米国のトランプ前大統領（在任 2017 年 1 月

〜2021 年 1 月）は，気候科学を真っ向から否

定し，パリ協定から脱退し，途上国の気候変動

対策を支援する「緑の気候資金」（Green

Climate Fund）への拠出をとりやめ，再生可

能エネルギーの拡大を敵視して石炭産業の復興

を目指した。そしてオバマ政権時代の気候規制

を骨抜きにし，脱炭素化の潮流を遅らせた。し

かしながらこのような大統領の動きが逆に気候

危機に対する米国内外の多くの国や自治体，市

民社会や産業界などをパリ協定のもとに結束さ

せた。

2021 年 1 月に就任したバイデン新大統領は，

就任初日にパリ協定の復帰文書に署名し，2 月

19 日には米国はパリ協定に復帰した。

バイデン大統領は，政権発足当初から気候問

題が最優先課題であることを明確にする一連の

行動をとった。キーストーンXLパイプライン

を取り消し，政府全体として気候政策を優先

し，気候への配慮をすべての関連政策分野に統

合することを指示する一連の大統領令を就任 1

週間目に発表した。2021 年 1 月 27 日の大統領
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表1 米国の政権と気候変動問題

1988 ジェームズ・ハンセンの上院委員会での証言，トロント大気変動国際会議

1992 国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の採択と署名，ブッシュ（父）大統領（共和党）地球サミットに出席

1997 京都議定書採択，クリントン大統領（民主党），ゴア副大統領がCOP3 京都会議で陣頭指揮

2001 ブッシュ（子）大統領（共和党），京都議定書から離脱を表明

2015 パリ協定採択，オバマ大統領（民主党），習近平主席（中国）と協調

2019 トランプ大統領（共和党），パリ協定離脱を通告，2020 年 11 月に正式離脱

2021 バイデン大統領（民主党），パリ協定再加盟を表明，2021 年 2 月に正式再加盟

筆者作成



令では，2050 年までに「ネット・ゼロ」（CO2

純排出ゼロ）という野心的な目標を掲げ，「遅

くとも 2035 年までに炭素汚染のない電力部門

を実現する」とした。これにより，米国の気候

変動対策は，他の主要国と肩を並べることと

なったのである1)。

バイデン大統領は，気候変動を政権の 4大優

先政策課題（①新型コロナウイルス対策，②経

済再建，③人種的公平性，④気候変動）の一つ

に掲げ，2021 年 4 月 22−23 日には「気候変動

リーダーズサミット」を主催するなど，全世界

の温室効果ガス排出量を 2050 年までに実質ゼ

ロにするという目標に向け世界をリードする意

気込みを示している。

今後，気候変動に関する選挙公約（① 50 年

までに経済全体で温室効果ガス（GHG）排出

の実質ゼロを達成，②持続可能なインフラとク

リーンエネルギーに多額の公的資金を投入，③

35 年までに発電分野からの GHG排出ゼロを達

成，など）の実現を順次目指すことが予想され

る。

このようにバイデン大統領の気候政策の方向

性は野心的に見えるが，果たして成功を収める

ことができるのだろうか？

Ⅴ 米国主催の気候変動

リーダーズサミット

2021 年 4 月 22−23 日に米国が主催した気候

変動リーダーズサミットには世界各国 40 人の
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表2 気候サミットにおける主要各国の演説内容

国 演説内容（発表した目標等）

米国 2030 年に経済全体の排出量を 2005 年比で 50〜52％削減

日本 2030 年までに従来の 26％削減目標（2013 年比）から 46〜50％（同 2013 年比）の削減を目指し，

50％削減の達成に向けた強力な取り組みを行う

欧州連合

(EU)

2030 年までに温室効果ガスの純排出量を少なくとも 55％削減，2050 年までに正味排出量をゼロに

する目標を法制化

英国 2035 年までに温室効果ガスを 1990 年比で 78％削減することを法律に盛り込む

カナダ 2030 年までに 2005 年比で 40〜45％削減

中国 CO2 以外の温室効果ガスの管理強化し，石炭火力発電プロジェクトを厳しく管理，石炭消費を段

階的に減らしていく

インド 2030 年までに 450GWの再生可能エネルギーを導入する目標を表明，この 10 年間で資金を動員し

クリーンエネルギーの革新と導入を加速するための「米印 2030 年気候・クリーンエネルギーア

ジェンダ 2030 パートナーシップ」の立ち上げ発表

ロシア 大気中の炭素除去だけでなく，すべての排出源からの炭素回収・貯留の重要性を指摘。メタンの重

要性を強調し，国際協力を呼びかけた

韓国 海外の公的石炭融資を終了し，2050 年のネット・ゼロ目標と整合するようにNDC（国が決定する

貢献）を今年中に強化

ブラジル 2050 年までにネット・ゼロを達成し，2030 年までに違法な森林伐採をなくし，森林伐採取締りの

ための資金倍増を約束

南アフリカ NDC強化し，目標とする排出量のピーク年を 10 年早め 2025 年とする意向表明。

アルゼンチン NDC強化，再生可能エネルギー導入拡大，メタン排出量削減，違法な森林伐採を廃止

（出典）地球環境戦略研究機関仮訳より筆者作成



首脳などに加え，企業や市民社会のリーダーも

参加した。多くの主要国・地域がパリ協定の目

標とする地球の平均気温を 1.5℃に抑えるとの

共通認識を確認し，2030 年の温室効果ガス排

出削減目標強化を約束した（各国の約束と発言

は表 2）。ただし最大の排出国の中国は新たな

削減目標を示さなかった。サミットの結果，

2021 年 11 月に英国で開催される第 26 回国連

気候変動枠組条約締約国会議（COP26）に向

け，国際協力の機運が高まり，脱炭素市場を巡

る国際競争の幕が切って落とされたのである。

Ⅵ 脱炭素市場を巡る大国際競争：

ネット・ゼロという新たなスタンダードと

グリーン・ニューディール

以上概観したように，世界の主要国では脱炭

素社会へと大きく転換を図る動きや，気候危機

への対処を図りながらコロナ禍からの「より良

い復興」を目指す「グリーン・リカバリー」

（緑の復興）など，新たな潮流が拡大している。

グリーン・リカバリーは，「新型コロナウイル

スの感染拡大がもたらした経済停滞からの回復

を，雇用創出や景気回復を達成しつつ，温室効

果ガス排出のリバウンドも防ぎ，気候変動やパ

ンデミックのような危機に対して強靭性（レジ

リエンス）を持つ社会を作る」というのがその

狙いだ2)。

数年前からはグリーン・ニューディール

（Green New Deal）という言葉が使われるよう

になっている。例えば，米国では，2019 年 2

月，アレクサンドリア・オカシオコルテス下院

議員らは，グリーン・ニューディールという名

前の決議案を下院に提出している。この決議案

は，再生可能エネルギー関連インフラへの投資

を拡大し，化石燃料に依存する経済社会システ

ムの転換を目指したもので，雇用や格差などの

社会問題とも連繫させている3)。

一方，都市や企業など非国家主体の脱炭素に

向けた枠組みも広がり，サプライチェーン全体

での脱炭素化を目指す動きや脱炭素推進のため

の資金調達の動きも活発化している。

世界は今や「脱炭素社会に向けた大競争時

代」，すなわち脱炭素化を達成できなければ経

済的にも生き残れない時代となったのである。

これらの動きを先導してきたのは欧州連合

（EU）である。EU は 2019 年 12 月に「欧州グ

リーンディール」（EGD）4) を公表している。

EGD とは，自然と調和した経済活動を行い，

人々の厚生の向上を図るとともに，温室効果ガ

ス排出量を削減（2030 年に 55％削減，2050 年

に実質排出ゼロ）し，雇用創出とイノベーショ

ンを促進する成長戦略である。

欧州グリーンディールが成長戦略であること

の意味は，環境保全への取り組みを通じて成長

を生み出す経済システムへの転換である。パリ

協定が求める「脱炭素経済」を創り出し軌道に

乗せることが，21 世紀において持続可能な経

済発展を遂げる唯一の道との認識を示したもの

だ。

2020 年 7 月，EU首脳会議は，コロナ禍不況

からの経済再建を図るための次世代 EU復興基

金5) の設立に合意した。これは EU予算とは別

に 7500 億ユーロ（約 92 兆円）を市場から共同

債発行により調達するもので，2021〜2027 年

の EU 次期 7 カ年中期予算案（約 1 兆 743 億

ユーロ）と合わせると過去最大の 1 兆 8243 億

ユーロの規模となる。これらのうち「少なくと

も 30％」は気候変動に充当予定で，環境投資

を伴う最大規模の刺激策となる。

具体的事業には，再生可能エネルギー，省エ
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ネ，水素などクリーンエネルギー，電気自動車

の普及やインフラ，農業の持続可能性の向上措

置などが盛り込まれている。次世代 EU復興基

金の設立は，再エネ，水素，交通システム等次

世代の技術・産業に関し EUが先行者利益を獲

得する意図を示す。

一方，中国の習近平国家主席は 2020 年 9 月

の国連総会で，二酸化炭素（CO2）排出量を

2030 年までに減少に転じさせ，2060 年までに

CO2 排出量と除去量を差し引きゼロにする炭

素中立社会の実現を目指す，と表明した。中国

は世界最大の CO2 排出国（世界の 28％）であ

り，この方針転換は大きな意味を持つ。

習主席の宣言は，中国の新たな経済成長策の

本格化の意味もある。中国は，すでに太陽光パ

ネルと風力発電設備生産，太陽光発電と風力発

電の導入量とも世界一である。風力発電設備容

量は世界の約 30％を占め，電気自動車生産台

数も世界一だ。脱炭素経済への移行加速により

中国産業の国際競争力を高める狙いがある6)。

日本でも菅首相（当時）が 2020 年 10 月の所

信表明演説7) で，「2050 年までに，温室効果ガ

スの排出を全体としてゼロにする（カーボン・

ニュートラル），脱炭素社会の実現を目指す」

と宣言した。そして「もはや，温暖化への対応

は経済成長の制約ではない。積極的に温暖化対

策を行うことが，産業構造や経済社会の変革を

もたらし，大きな成長につながるという発想の

転換が必要」と訴え，革新的イノベーションに

加え，規制改革，グリーン投資普及などを掲

げ，環境関係のデジタル化にも言及した。

日本政府がパリ協定実現に必要な長期目標を

明確に掲げたことは画期的で，コロナ禍と脱炭

素社会への移行を同時に目指す取り組みは待っ

たなしだ。しかしながら現状の延長では 2050

年実質ゼロの長期目標の達成は極めて困難であ

る。

主要国が 2050 年の温室効果ガス排出ネッ

ト・ゼロを宣言し，世界の産業界も脱炭素社会

への移行への投資や取り組みを加速する中で，

「脱炭素市場」の獲得をめぐる厳しい国際競争

が展開されている。そして今やカーボン・

ニュートラル（ネット・ゼロ排出）がグローバ

ルな気候政治の国際スタンダードとなってい

る。バイデン大統領の気候政治はこのトレンド

を加速させている。

Ⅶ バイデン気候政治の新展開

就任以来のバイデン大統領の気候変動対策は

どのように評価できるだろうか。その気候変動

対策の公約は過去のどの大統領と比較しても野

心的である。

これまで米国での気候変動問題の政治的優先

度は高くはなかった。しかし，バイデン大統領

は，2020 年の大統領選挙前から「米国が直面

する問題は，経済，コロナ，人種差別，気候変

動の 4つだ」と明言してきた。今や米国での気

候変動問題の政治的優先順位は非常に高くなっ

ている。その背景には，アメリカ全土において

森林火災，熱波，ハリケーンなどによる被害が

顕著になっていることに加え，社会的不公正と

格差の存在も大きく影響している。

そして閣僚およびホワイトハウスの人事に如

実に反映されているように，公約実現に向けて

政府あげての一体的アプローチを取ろうとして

いることが見て取れる。ジョン・ケリー元国務

長官を気候大統領特使にあて国際交渉をリード

し，ジーナ・マッカーシー元環境保護庁長官を

大統領補佐官として国内政策調整にあたらせる
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など，ホワイトハウスと全省庁をあげた強力な

執行体制を敷いているのである8)。

また，政治的な実現性や戦略性を重視し，当

面は広範な行政機関による規制（例：命令）に

よって実効性を高め，雇用や生活改善に焦点に

あて，国民の支持を得ようとしている。

ただし法律の変更を必要とする気候政策の実

現可能性は低い。新法成立には，上院で過半数

を超える 60 票が必要とされるからである。現

在，上院は民主党 50，共和党 50 と拮抗し，カ

マラ・ハリス副大統領が同数票の決定権限を

持っているため，民主党がわずかに多数派と

なっている状況だ。したがって新法成立には少

なくとも共和党から 10 票を確保することが必

要となるが，その可能性は非常に低い。一方，

新しい予算は上院の単純多数決で可決されるた

め，その成立ははるかに容易である。そのた

め，近年では，大きな政策変更は予算立法でし

か実現されていない。この手続き上のメカニズ

ムは「財政調整」と呼ばれている9)。

バイデン大統領の基本的なコンセプトは，気

候政策を通じて雇用を創出することである。

2021 年 3 月 31 日に発表された「米国雇用計画」

では当初，総額 2兆 2510 億ドル（約 240 兆円）

のインフラ投資を柱とし，1740 億ドルの電気

自動車（EV）支援，1000 億ドルの電力網整備

を含み，2030 年までに 50 万カ所に EV 充電施

設を設け，35 年までに発電由来の CO2 排出を

ゼロにすることを見込んでいた。議会での法案

成立を目指している。上院ではその一部が超党

派のインフラ投資法案として可決され，下院で

は民主党内の調整が大変難航したが 11 月 5 日

に可決された10)。

また，バイデン大統領は 4 月 22 日に主催し

た気候変動サミットの際に，パリ協定の下での

2030 年目標として「温室効果ガス排出量を 05

年比で 50〜52％削減する」との目標を発表し

ている。これには電力部門で 8 割減，新車の 4

割を EVなどの野心的な目標の実現が必要とな

る。このためには例えば，電力は 35 年までに

全量炭素フリーとするための基準とインセン

ティブ，自動車は排出・燃費基準とゼロ排出車

へのインセンティブ，建物はエネルギー効率化

と電化，産業は CO2 回収や水素利用拡大への

インセンティブなどが求められる。こうした削

減の実現には新たな政策の導入が不可欠であ

る。今後，バイデン政権は，議会を通じた立法

で，35 年の電力ゼロ排出を義務化する「ク

リーン電力基準」の導入や各部門での脱炭素投

資の促進を図り，既存法の下での行政権限に

よって，自動車，建物，メタン漏洩などへの規

制を強化することになる。対策の中心となるク

リーン電力基準を含む法案を議会が可決できる

かは際どい状況である11)。

Ⅷ 米中対立と世界の気候政治：

協調と競争

現在，「新冷戦」と称されるように，国際政

治の様々な局面で米国と中国の対立が顕在化し

ている。

このような状況を反映し，2021 年 6 月 11 日

から 13 日まで英国カービスベイで開催された

G7 サミットの陰の主役は中国だった。このサ

ミットは「より良い再建（Build Back Better）」

を共通テーマに掲げていた。その共同宣言はコ

ロナ禍対策，経済・安全保障，気候変動まで幅

広い分野を含んでいたが，いずれも中国を意識

した内容になっている。

G7 サミットの共同宣言（G7 カービスベイ首
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脳コミュニケ）12) では中国を名指しで取り上

げ，新彊ウイグル自治区や香港の人権尊重，台

湾海峡の平和と安定の重要性を訴え，東・南シ

ナ海の現状変更と緊張を高める試みに反対し，

国家による強制労働にも懸念を示している。他

方，「我々は，共有された地球規模の課題，特に

気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）

やその他の多国間の議論において気候変動や生

物多様性の損失に対処することについて，相互

に利益がある場合には協力する」とも述べてい

る。

宣言の柱の一つである気候変動でも中国への

意識がにじみ出ている。2050 年の脱炭素化へ

G7 の団結をアピールし，温室効果ガスの世界

最大の排出国である中国の排出削減を促す内容

となっているのだ。

パリ協定が求める 2050 年ネット・ゼロ社会

や 1.5℃目標を国際社会全体で達成していくた

めには，中国をはじめとした G7 以外の国によ

る取組みが不可欠である。2018 年の世界のエ

ネルギー起源 CO2 排出量を見ると，最も排出

量が多いのは中国（28.4％）で，2 位は米国

（14.7％），G7 全体でも 25％である。そのた

め，中国と米国の動向が，1.5℃目標達成のカ

ギを握る。

米国との対立が際立つ中国ではあるが，他方

では利害が重なる分野では協調する姿勢を示し

ている。とりわけ気候変動問題を「米国との対

話が可能な分野」と認識し，米国との関係改善

の足掛かりにする意図もうかがわれる。

一方，米国は太陽光パネルや電気自動車など

の再生可能エネルギー分野で中国に後れを取っ

ていることに危機感を持ち，気候変動対策への

取り組み強化を通じ，国内の雇用を拡大し，再

び世界のリーダーとなることを目指している。

脱炭素市場をめぐる熾烈な国際競争が展開され

ているのである。

このような米中両国は，2021 年 4 月 18 日，

気候変動対策で協力していくとする共同声明を

発表している13)。ケリー気候変動問題担当大

統領特使と，中国の解振華気候問題担当特使が

会談し，確認したものだ。両国は，「パリ協定」

に基づき，2020 年代の気候変動対策の行動強

化を約束した。両国政府は「米国と中国は互い

に，そして他の国々とも協力して気候危機への

対策に取り組んでいく。気候危機には真剣かつ

早急な対応が必要だ」と述べている。

両国の気候変動危機共同声明では，英国グラ

スゴーで 2021 年 11 月に開催される気候変動枠

組条約第 26 回締約国会議（COP26）までに

ネット・ゼロに関する長期戦略を各々策定する

ことを確認するとともに，発展途上国のインフ

ラ整備支援でも，CO2 排出量が多い化石燃料

の施設から再生可能エネルギーなどへの移行を

後押しする国際投融資を拡大させるべく，適切

な行動をとることに合意している。具体策には

欠けるが，これまで自国経済優先で温暖化防止

に消極的であった両国が今後どのような取り組

みを進めるか注視が必要だ。

中国の習近平主席は，2021 年 4 月 22 日，石

炭使用量を「段階的に減らす」と宣言したもの

の，中国の最新の 5カ年計画では，石炭火力発

電所の建設をさらに予定しており，炭素排出は

一段と増える見込みだ。また中国は広域経済圏

構想「一帯一路」を通じて巨額の資金をアジア

やアフリカに投入しており，その影響力は拡大

している。

一方，G7 サミット首脳は，途上国や新興国

のインフラ構築を支援する枠組みを創設するこ

とに合意した。これには民主主義国家による透
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明性が高く安定的な投資の枠組みとして，中国

の広域経済圏構想「一帯一路」に対抗する意図

がある。今後数年間で数千億ドルのインフラ投

資を促進し，G7 の理念に沿って，透明性や人

権，環境への対応などを考慮して資金を拠出す

るという。

「発展途上国のインフラ整備支援でも，CO2

排出量が多い化石燃料の施設から再生可能エネ

ルギーなどへの移行を後押しする国際投融資を

拡大させるべく，適切な行動をとる」との米中

合意に鑑みれば，中国と米国など G7 各国が，

協調して途上国における脱炭素移行へのインフ

ラ整備に取り組む道を探ることが望まれる。

G7 サミット後も，日本や中国，インドなど

主要排出国に対する米国気候外交の働きかけは

続いた。その一連の流れの中で，9 月の国連総

会で中国の習近平国家主席は途上国向けの石炭

火力発電プロジェクトをやめることを表明し

た14)。その背景には米国政府などによる働き

かけがあったと報じられている。米国と英国は

この中国の発表を歓迎するメッセージをただち

に発表した。

気候変動という人類共通の課題の解決に向

け，米国と中国そして G7/G20 などの主要国が

健全な競争をしつつも協調し，他の各国を含め

た国際的な枠組みを強化しながら，世界の脱炭

素化達成に貢献していくことを期待したい。

おわりに

バイデン大統領は就任以来，気候変動対策に

いち早く積極的な手を打ってきた。ホワイトハ

ウスと全省庁をあげた強力な執行体制が構築さ

れ，すべての閣僚が気候変動問題を優先した取

り組みを行っている。多国間の国際協調の舞台

にも復帰し，気候リーダーズサミット，G7 サ

ミットなどでも指導力を発揮している。またケ

リー大統領特使は中国などに精力的な働きかけ

を行うなど，積極的な気候変動外交を展開して

いる。

国内的には気候変動対策を雇用創出政策やイ

ンフラ投資とパッケージ化することにより政治

的受容性を高める戦略を取っている。もしこれ

らの対策によって，良質の雇用が，特に化石燃

料関連雇用に依存する地域で迅速かつ大量に創

出できれば，野心的な気候変動政策への政治的

支持は高まるだろう。

議会での新規立法が容易ではない現状では，

行政命令や規制に基づく措置や，既存予算に依

存する措置などが実施されている。トランプ前

大統領の下で縮小された科学研究も再び強化さ

れつつあり，今後政策形成における科学の役割

の強化が図られていくであろう。

しかしながら上院で成立した超党派のインフ

ラ投資法案の下院での採決が難航していること

が象徴するように，議会を通じた政策の推進は

難航が予想される。

今後本格的な気候変動対策としてのカーボン

プライシング（炭素税，排出量取引制度などに

よる炭素排出への価格付け）の導入や，電力部

門での排出削減を義務化する法案などを議会で

成立させていくことには大きなハードルがあ

る。現在かろうじて与党民主党が上下両院で多

数を占めているが，2022 年の中間選挙で気候

変動対策反対派が下院か上院，あるいはその両

方で過半数を獲得した場合には，行政規制措置

以外の政策を推進することは極めて困難となる

と思われる。

気候変動問題は米国が国際政治の課題として

設定してきた。この間，気候国際政治は米国の
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動向に大きく翻弄されてきた。一方で，EU や

中国はそれぞれネット・ゼロ社会への移行を目

指す独自の成長戦略を構築している。米国の気

候国際政治への復帰と精力的な取り組みによ

り，ネット・ゼロ社会への移行と脱炭素市場を

巡る国際競争はさらに加速し熾烈さを増してい

くと考えられる。
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